
６２ 環境清美工場維持補修事業の、令和２年度～令和４年度の各年度における積算基礎項目ごとの予算額。

環境部環境清美工場

（単位：円）

令和２年度予算額 令和３年度予算額 令和４年度予算額

　焼却炉点検整備補修 185,000,000 230,000,000 230,000,000

　炉排ガス施設点検整備補修 170,000,000 175,000,000 175,000,000

　破砕施設点検整備補修 75,000,000 40,000,000 35,000,000

　灰汚水処理装置点検整備補修 35,000,000 35,000,000 35,000,000

　その他修繕 97,300,000 83,900,000 82,700,000

　熱分解棟点検整備補修 16,000,000

　ごみクレーン点検整備補修 4,400,000

　焼却施設整備補修 33,800,000

　３号ごみクレーン補修 18,000,000

　４号ごみクレーン補修 18,000,000

　４号火格子下コンベア更新 96,000,000

　№１灰クレーンバケット更新 55,000,000

  原材料（鋼板、ステンレス鋼板ほか） 1,100,000 1,100,000 1,100,000

計 563,400,000 565,000,000 800,000,000

積算基礎項目



　環境部環境清美工場

（単位：円）

積算基礎項目 令和２年度予算額 令和３年度予算額 令和４年度予算額

　環境清美工場の各種測定分析 8,200,000 8,200,000 8,200,000

　環境清美工場のダイオキシン類測定分析 5,000,000 5,000,000 6,919,000

　高架・地下受水槽洗浄清掃及び水質検査 130,000 130,000 130,000

　クレーン定期検査 64,000 64,000 64,000

　灯油地下タンク漏れ点検 133,000 133,000 133,000

　飛灰溶出試験費 11,000 11,000 11,000

　焼却灰の熱灼原料測定 13,000 13,000 13,000

　車両関係法定定期点検 1,726,000 1,700,000 1,700,000

　焼却灰のダイオキシン類濃度測定 62,000 62,000

　ばいじん処理物のダイオキシン類濃度測定 62,000 62,000

　計量器検査業務 354,000

計 15,401,000 15,729,000 17,170,000

６３　環境清美工場検査測定事業の、令和２年度～令和４年度の各年度における積算基礎項目ごとの予算額。



64．令和４年度なら１００年会館の指定管理料の内訳について

市民部文化振興課

単位：千円

予算額（案）

378,332

371,005

人件費 84,200

光熱水料費 103,868

委託費 148,161

修繕費 9,532

賃借料 5,530

消耗品費 5,755

燃料費 40

その他の管理経費 5,072

消費税 8,847

7,327

企画事業 7,327

3,632

374,700

収入（入場料収入　他）

項目

施設管理経費

事業経費

支出

支出－収入



新聞紙 雑誌　 段ボール 紙パック 雑がみ 古着 アルミ缶 スチール缶

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 ー ー

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 ー ー

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ー ー ー ー 〇 ー ー ー

〇 〇 ー ー 〇 ー ー ー

〇 〇 ー ー 〇 ー 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 ー 〇 〇

〇 〇 ー 〇 〇 ー 〇 ー

〇 〇 〇 ー 〇 ー ー ー

〇 〇 〇 ー 〇 ー ー ー

秋篠町１４０４ー１

般若寺町２６３－５

ー

回収品目
所在地

６５．奈良市内の古紙等回収場所一覧

〇 〇 〇 〇 〇 ー〇

設置場所

令和4年3月1日現在

環境部廃棄物対策課

古紙ドライブスルー

ユーカリ

(株)アライの森

佐保台店

宝来店

古市店

神殿店

関西スーパー　奈良三条店

ドラッグユタカ　押熊店

七条町４－１

古市町１４０３－２

横井町五丁目３２９－１

横井町五丁目３８３－２

二条大路南一丁目１－１

石木町１００－１

古市町７９６

三条大宮町１－５

押熊町１４７６－１

奈良市役所中央棟１F

秋篠店

エコぽすと　奈良般若寺店

佐保台西町８

宝来二丁目３０ー１４

古市町１３１３ー１

神殿町６５９ー１

紀寺町３７９－１(有)よろずや商店

(株)谷商店　奈良支店

青空リサイクルシステムズ(株)

奈良大東紙業(株)

サカタ商店

ミ・ナーラ　入口 二条大路南一丁目３－１

イオンタウン　富雄南

オークワ　古市店
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平成29年7月13日 市長３選後、初の記者会見で「現計画見直し」を表明

平成29年10月1日 ～ 奈良市自治連合会による建設候補地公募

平成29年11月30日

平成29年12月16日 奈良市自治連合会主催による市民集会開催

（公募結果報告：該当する応募なし）

平成30年2月6日 大和郡山市・生駒市・平群町で開催されていた

広域化合同勉強会に奈良市が参加（第４回）

平成30年5月10日 第５回合同勉強会開催

斑鳩町が参加（５市町の枠組みとなる）

平成30年12月25日 奈良県北部地域におけるごみ処理広域化に関する

５市町合同勉強会中間報告書　発行

５市町の人口重心地域内で建設可能な候補地を検討

令和元年10月27日 七条地区を候補地とする旨、七条地区自治連合会との協議

令和元年11月17日 新クリーンセンター建設についての説明会（七条東自治会）

令和元年11月30日 新クリーンセンター建設についての説明会（七条東オリエント自治会）

令和元年12月20日 定例記者会見で候補地区を「七条地区」としたことを発表

新クリーンセンター建設計画における建設予定地の決定過程がわかる資料

環境部 クリーンセンター建設推進課



新クリーンセンター建設計画の
現状について

67 新クリーンセンター建設計画における現建設予定地とされている七条地区
地元住民へ奈良市がこれまでどんな説明をしてきたのかがわかる資料

1

環境部 クリーンセンター建設推進課



①現有施設（奈良市環境清美工場）の現状について

老朽化のため一日も早い新施
設の建設が必要です。

現在の奈良市環境清美工場は、稼
働を開始してからすでに３５年以上が
経過しています。

老朽化が進んでいるため、部分的
に改修しながら稼働を維持していま
すが、このまま安定して稼働し続ける
ことが厳しい状況になっています。

そこで、近隣市町とのごみ処理の広
域化を視野に入れて、新クリーンセン
ターの建設を目指しています。

塗装が傷み、錆が流れる焼却炉

壁がはがれ、鉄筋がむき出しに

奈良市環境清美工場

処理能力（公称）
480t/日(120t/日×４炉）

昭和57年3月1号炉竣工
昭和60年8月2･3･4号炉竣工

2



②ごみ処理の広域化とは？

各市町のごみ処理施設を一つの施設に集約すること
それぞれの市町で単独のごみ処理施設を設置して処理をする方式から、

ごみ処理施設を集約化し広域化統合施設を設置して共同処理をすることで
す。ごみ処理の広域化については、国の方針にも位置付けられています。

ごみ処理を広域化することによって、次のような効果が期待できます。

広域化による効果

○建設費と維持管理費の縮減

○排ガス処理の高度化により環境負荷の低減

○ごみ発電等のエネルギー回収の効率化

Ａ市

Ｂ市 Ｃ町

単独処理 広域処理

広域化イメージ図

施設の集約化を図る
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③奈良県下におけるごみ処理広域化の状況

奈良新『都』づくり戦略２０２０・１０掲載資料
(146)ごみ処理広域化奈良モデルの記載部分をもとに作成

２５施設（Ｈ27）→１５施設（令和7年度）

・山辺・県北西部広域環境衛生組合
（R7完成目標）
（大和高田市、天理市、山添村、
三郷町、安堵町、川西町、三宅町、
上牧町、広陵町、河合町）

・さくら広域環境衛生組合
（R5完成目標）
（大淀町、下市町、黒滝村、
天川村、川上村、東吉野村）

・県北部地域

（奈良市、大和郡山市、斑鳩町）
検討中

県北部地域

橿原・高市地域

さくら広域
環境衛生組合

山辺・県北西部
広域環境衛生組合

やまと広域環境
衛生事務組合

○整備目標

4



④奈良県北部地域における広域化に向けた取組

★平成29年2月から大和郡山市・生駒市・平群町で開催されていた合同勉強会に、奈良市も

平成30年2月（第4回目）から参加。その後も回数を重ね、広域化実現に向けた課題の洗い出

し、県内外の先進事例視察等を行い、事務レベルでの調査・検討を進めてきました。

★平成30年12月25日付で「奈良県北部地域におけるごみ処理広域化に関する５市町合同勉

強会中間報告書」として取りまとめました。

★令和2年8月27日開催の合同勉強会で生駒市・平群町が広域化への参加を見合わせること

が決定。今後、奈良市・大和郡山市・斑鳩町の３市町で勉強会を継続していきます。

近隣３市町合同勉強会にて検討を継続

（構成市町：奈良市・大和郡山市・斑鳩町）

5



⑤建設候補地選定の経緯・検討するべきこと

① 幹線道路に近接していること等ごみ搬入にあ
たっての交通結節がよい場所であること。

② 大規模な造成工事を必要としない平坦地で、
市街地から離隔し、土地利用上の制限を極力
受けないこと。電力、上下水道等インフラが
整備されていることが望ましい。

③ 収集運搬コスト面からも施設周辺の地理的条
件や人口重心等を考慮すること。

④ 参加市町のごみ処理の負担と責任の公平性や
住民理解を十分に考慮する必要がある。

検討するべきことこれまでの経緯

 平成17年12月に現環境清美工場周辺住民からの申
し立てにより移転建設を主旨とした調停を締結

 クリーンセンター建設計画策定委員会を設置し、
移転建設候補地の選定を進め、平成25年3月に
「東里地区、中ノ川町・東鳴川町地内」を最終建
設候補地と定め地元交渉を進めた。

 人口減少、少子高齢化・働き手の減少等の時代の
推移から国・県においても施設の集約化が推進さ
れ、奈良県内でもごみ処理の広域化が大きく進ん
でいる。

 県北部地域でも広域化検討のため、５市町で合同
勉強会を開催し、施設統合のあり方や候補地選定
の考え方等を協議

6



⑥建設候補地選定について

七条地区を建設候補地として絞り込み

奈良県北部地域の近隣市町との広域化での新ごみ処理施設建設について、ア
クセス性や人口重心※等を考慮した結果、「七条地区」を建設候補地として選定
しました。
※現段階において、あくまでも候補地であり建設地として決定したものではありません。

※人口重心とは…
人口の1人1人が同じ重さを持つと仮定して、そ
の地域内の人口が、全体として平衡を保つこと
のできる点のことであり、収集運搬コストを考慮
すると、この点に近い方が望ましい。

建設候補地位置図

※国土地理院地図データ（URL:https://www.gsi.go.jp/）を加工して作成
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令和２年度に、候補地の地元自治会役員及び住民の皆様と意見交換会を行い
ました。

意見交換会では、候補地選定理由に関する意見が多く出され、その他に広域
化、交通渋滞、環境・景観面での影響、水害に対する不安や懸念等のご指摘も
いただきました。

１つずつ課題をクリアしながら、今後も皆様への説明や意見交換を行い、皆様
のご理解をいただけるよう取り組んでまいります。

建設候補地住民の皆様と意見交換会を実施しています。

⑦住民説明会の実施状況

8



大規模な事業を実施する際に、周辺の環
境に与える影響について、事前に調査・
予測・評価を行い、その結果を公表する
とともに、住民の皆様や関係する地方公
共団体などからの環境保全等に係る意
見について検討することで、環境の保全
の観点から、より良い事業計画を作り上
げていくための制度です。

環境影響評価の手続きは、奈良県環境
影響評価条例に基づき、配慮書、方法書、
準備書、評価書の順で行い、完了するま
で約4年の期間を要します。

環境影響評価とは・・・？

⑧環境影響評価について-①

9



⑧環境影響評価について-②

◆計画段階配慮事項の選定

本事業に伴う一連の諸行為等のうち、環境影響を及ぼすおそれがある要因を抽出し、「大気
質（焼却場の稼働）」、「景観（焼却場の存在）」について、調査、予測及び評価を行いました。

１．大気質

焼却場の稼働による大気質への影響について、煙突高さ５０ｍ、５９ｍ、７０ｍの複数案を設
定し、重大な環境影響の有無、環境影響の差について予測しました。
その結果、排出ガスの最大着地濃度は、５０ｍの場合が、５９ｍ及び７０ｍに比べて高くなると
いう傾向が見られましたが、いずれの予測項目においても環境基準等を下回ると評価され、
重大な環境影響はないものと考えます。

◆調査・予測及び評価の結果

10



⑧環境影響評価について-②

２．景観

◆計画施設が視認でき、視野に占める割合も大きくなる地点があり、周辺環境や土地利用と
の調和を図り、景観の保全等に配慮する必要があります。

なお、これらを条件として重大な環境影響はないものと考えます。

◆煙突高さについて、圧迫感を受けるようになる地点があり、いくつかの地点からは山の稜
線を超える場合もみられました。

そのため、煙突高さの決定に際しては、対象事業実施想定区域が薬師寺、唐招提寺が位置
する西ノ京エリアにあることを踏まえて検討していきます。

11



⑧環境影響評価について-③

◆環境影響評価（配慮書）の実施状況

環境アセスメントの第１段階である、配慮書手続きが終了しました。

今後、事業計画の策定と並行して、皆さまのご意見を踏まえ、環境影響の未然防止、ある
いは低減など、環境保全の見地から適切な環境影響評価の実施に努めてまいります。

配慮書手続き

公 告 令和３年２月１７日
縦 覧 令和３年２月１７日から令和３年３月１６日

意見募集 令和３年２月１７日から令和３年３月３０日
意見総数 ３９件

奈良県環境審議会 令和３年６月８日
知事意見 令和３年７月１２日
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⑨環境への配慮（排ガスに係る規制値）

最新の排ガス処理設備を導入し、
法規制値よりも厳しく設定します。（自主規制値設定）

項 目 法規制値
奈良市

環境清美工場
※1

大和郡山市
清掃センター

※2

最新施設

自主規制値 ※3 測定値（最大値）※4

ばいじん
（新設）0.04g/Nm3以下
（既設）0.08g/Nm3以下

0.012g/Nm3 0.0004g/Nm3 0.01g/Nm3以下 0.001g/Nm3未満

塩化水素 430ppm以下 73.2ppm 57.68ppm 50ppm以下 1.281ppm

窒素酸化物 250ppm以下 150ppm 64ppm 50ppm以下 22ppm

ダイオキシン類 0.1ng-TEQ/Nm3以下 0.054ng-TEQ/Nm3 0.15ng-TEQ/Nm3 0.1ng-TEQ/Nm3以下 0.0017ng-TEQ/Nm3

※1 令和元年度奈良市環境清美工場排ガス等の環境測定データより１号炉から４号炉の測定値のうち最大のものを記載
※2 令和元年度大和郡山市清掃センター環境保全委員会周辺大気環境測定結果報告より平成３１年１月から令和元年１２月までの１号炉から３号炉の測定値のうち

最大のものを記載
※3 近年建設された施設で多く採用されている自主規制値を記載（豊中市伊丹市クリーンランドの自主規制値ではない。）
※4 豊中市伊丹市クリーンランドＨＰごみ焼却施設の維持管理の情報（令和元年度）より1号炉から3号炉の測定値のうち最大のものを記載

Nm3 ： ノルマルリューベイ ng-TEQ/Nm3 ：ナノグラム・ティー・イー・キュー・パーノルマルリューベイ
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⑩クリーンセンターの機能・設備別活用事例
（※クリーンセンター以外の例も含む）

活用事例は、クリーンセンターの機能・設備別に、以下のように整理できます。
→電力、建物・土地等は、その広さや設備の有無により制約を受けることとなります。

熱利用

建物利用

土地利用

電力利用
（ごみ発電）

人・ノウハウ

•温水プール、温浴施設、足湯、温室植物園
•農業（ハウス栽培、植物工場）、養殖場
•周辺公共施設への供給

•屋上：植物園、芝生広場・公園・庭園
•屋内：ホール・会議室
•煙突：展望台

•運動場（ゲートボール、野球、サッカー、テニス等）
•芝生広場・公園・緑地
•マルシェ・フリーマーケット会場、レストラン・カフェ

•周辺公共施設（含む小中学校）への電力供給

•環境学習拠点
•再生・リサイクル工場（民間利用）

災害時利用
•非常時の避難所
•非常用自家発電機能
•支援物資拠点

14



⑪事例一覧：クリーンセンターの付帯施設・設備・機能
（写真イメージ）

凡例

黒文字：他地域の類似拠点の事例

青文字：他地域のクリーンセンターの事例

南医療生協

津山圏域クリーンセンター（岡山県）

ボーネルンド／ボートレース場

九条スポーツセンター

クリーンレイク諏訪（長野県）

成瀬クリーンセンター（東京都町田市）

安満遺跡公園（高槻市）

さすてな京都

エコパークあぼし（姫路市）

バリクリーン（今治市）

日常的に立ち寄れる、集まれる
快適・便利な店舗・施設

オープンカフェ

オーガニックレストラン

ベーカリー

料理教室にも使えるキッチン

多世代が楽しく過ごせる、くつろげる広場・設備

暮らし・健康を支える運動・エクササイズ設備

芝生広場

足湯コーナー

こども遊具

温水プール・体育館

テニスコート
多目的グラウンド

更なる賑わいを呼び込む大規模施設

ラーラ松本

まわるプール

平尾温泉 みはらしの湯

温泉施設

災害時にも安心な避難所としての活用
（避難スペース、お風呂・電力活用等）

自転車や家具の
再生工場

煙突を利用した展望台

周辺施設・設備への電熱供給
（ハウス栽培、植物園、学校等）

研修室

スポーツや
イベントに利用

購入電力の
抑制

バザー、マルシェ
お祭り等

発電設備
屋外

スペース等

避難スペース
として

非常用
電力として

支援物資等の
拠点として

富山スマートアグリ次世代施設園芸拠点、足利市南部クリーンセンター
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６８．奈良市ポイント制度の各種ポイント付与が経年でわかる資料（奈良市ポイント制度が開始された平成27年１月から現在まで）

長寿健康
ポイント

ボランティア
ポイント

健康増進
ポイント

健康スポーツ
ポイント

多子世帯支援
ポイント

環境ポイント 合計

平成26年度
（平成27年１月～３月）

53,610P 15,010P － － － － 68,620P

平成27年度 1,384,490P 2,605,665P 718,647P 386,300P － － 5,095,102P

平成28年度 2,266,411P 2,874,261P 3,884,230P 363,150P － － 9,388,052P

平成29年度 2,713,216P 4,023,932P 4,309,940P 273,750P － － 11,320,838P

平成30年度 2,545,062P 3,361,135P 3,523,790P 386,870P 3,160,000P － 12,976,857P

令和元年度 3,528,010P 3,105,395P 3,158,980P 279,610P 3,530,000P 461,475P 14,063,470P

令和２年度 3,026,782P 1,631,732P 1,636,707P 264,165P 3,377,000P 689,480P 10,625,866P

令和３年度
(令和３年４月～令和４年１月）

2,088,310P 431,925P 1,112,920P 172,000P 2,640,000P 363,703P 6,808,858P

市民部　地域づくり推進課



６９．協働のまちづくり推進経費について

・これまでの一括交付金の詳細がわかるもの


・これまでの地域自治協議会準備交付金の詳細がわかるもの 市民部　地域づくり推進課

（１）算出基礎

・地域づくり一括交付金（Ｒ２までは①のみ）
①立ち上がり支援 ②地域活動推進 ③自主防災・防犯活動

区域内人口 交付額 15万円＋50円×自治会加入世帯＋25円×自治会未加入世帯

2,000人以下 400,000円

2,001人～5,000人 450,000円

5,001人～10,000人 500,000円

10,001人～15,000人 550,000円

15,001人以上 600,000円

・地域自治協議会準備交付金 1地区30万円（一回限り）

（２）交付実績 （単位：円）

①立上支援②地域活動推進③自主防災・防犯 交付金額計

1 飛鳥地区 あすか地域自治協議会 12,738 6,341 4,508 1,833 － － － － 300,000 － － 550,000 － － 550,000

2 済美地区 済美地区地域自治協議会 12,600 6,349 4,048 2,301 300,000 － － 550,000 － 550,000 － 550,000 409,925 540,000 1,499,925

3 済美南地区 済美南地区自治協議会 5,203 2,655 2,064 591 300,000 － － 500,000 － 500,000 － 500,000 267,975 360,000 1,127,975

4 佐保地区 佐保地域自治協議会 11,011 5,550 4,859 691 300,000 － － 550,000 － 550,000 － 550,000 410,225 540,000 1,500,225

5 大宮地区 大宮地区自治協議会 13,839 7,413 4,099 3,314 300,000 － － 550,000 － 550,000 － 550,000 437,800 540,000 1,527,800

6 大安寺西地区 大安寺西川辺のまちづくり協議会 10,705 5,048 2,829 2,219 300,000 － － 550,000 － 550,000 － 550,000 346,925 540,000 1,436,925

7 明治地区 明治地区自治協議会 8,993 4,177 2,627 1,550 － － － － 300,000 － － 500,000 － － 500,000

8 学園南地区 学園南地域自治協議会 2,342 1,057 854 203 300,000 － － 450,000 － 450,000 － 450,000 197,775 360,000 1,007,775

9 奈良帝塚山地区 奈良帝塚山地域自治協議会 8,028 3,520 2,765 755 － － 300,000 － － 500,000 － 500,000 － － 500,000

10 平城西地区 平城西地域自治協議会 4,486 1,933 1,467 466 300,000 － － 450,000 － 450,000 － 450,000 235,000 360,000 1,045,000

11 二名地区 二名地域自治協議会 7,675 3,236 2,868 368 300,000 － － 500,000 － 500,000 － 500,000 － － 500,000

12 朱雀地区 朱雀地区まちづくり協議会 6,523 2,820 2,058 762 300,000 － － 500,000 － 500,000 － 500,000 271,950 360,000 1,131,950

13 左京地区 左京地区地域協議会 6,025 2,460 1,788 672 300,000 － － 500,000 － 500,000 － 500,000 － － 500,000

14 佐保台地区 佐保台地区地域自治協議会 3,183 1,457 692 765 300,000 － － 450,000 － 450,000 － 450,000 － － 450,000

15 六条校区 未設立 14,516 6,700 5,131 1,569 300,000 － － － － － － － － － －

16 平城地区 未設立 20,091 8,752 6,020 2,732 300,000 － － － － － － － － － －

17 富雄南地区 未設立 12,117 5,406 3,900 1,506 300,000 － － － － － － － － － －

18 鶴舞地区 未設立 6,912 3,373 2,072 1,301 300,000 － － － － － － － － － －

4,500,000 0 300,000 5,550,000 600,000 6,050,000 0 7,100,000 2,577,575 3,600,000 13,277,575

立上支援 準備金
一括交付金

Ｒ３

準備金団体名地区名

区域内世帯数

999世帯以下

1,000～2,999世帯

3,000～4,999世帯

5,000世帯以上

交付額

270,000円

360,000円

450,000円

540,000円

Ｒ２Ｒ１Ｈ３０R3.4.1時点

人口 世帯数
加入
世帯

未加入
世帯

準備金 立上支援 準備金 立上支援



市民部　地域づくり推進課
令和３年度  

連合会
加入世帯数①

交付金額（円）
（15万円＋
@50円×①）

備考
自治会

加入世帯数②
交付金額（円）
（＠３６０円×②）

交付
自治会数

1 飛 鳥 4,182 359,100 4,461 1,605,960 85

2 済 美 ‐ ‐
地域づくり一括交付金
として交付 4,029 1,450,440 65

3 済 美 南 ‐ ‐
地域づくり一括交付金
として交付 2,004 721,440 19

4 鼓 阪 2,047 252,350 2,047 736,920 34

5 佐 保 ‐ ‐
地域づくり一括交付金
として交付 4,840 1,742,400 76

6 青 山 ‐ ‐ 地区自治連合会解散 1,166 419,760 12

7 椿 井 1,943 247,150 1,807 650,520 48

8 大 宮 ‐ ‐
地域づくり一括交付金
として交付 3,297 1,186,920 36

9 佐 保 川 2,656 282,800 2,800 1,008,000 28

10 大 安 寺 西 ‐ ‐
地域づくり一括交付金
として交付 2,829 1,018,440 20

11 東 市 2,105 255,250 2,105 757,800 29

12 明 治 2,627 281,350 2,627 945,720 15

13 辰 市 2,425 271,250 3,109 1,119,240 24

14 帯 解 1,165 208,250 1,165 419,400 10

15 精 華 262 163,100 262 94,320 8

16 大 安 寺 1,561 228,050 1,505 541,800 27

17 伏 見 4,568 378,400 4,807 1,730,520 28

18 伏 見 南 2,233 261,650 2,233 803,880 15

19 西 大 寺 北 2,102 255,100 2,401 864,360 18

20 六 条 4,295 364,750 5,102 1,836,720 41

21 あ や め 池 3,003 300,150 3,061 1,101,960 49

22 都 跡 3,860 343,000 4,397 1,582,920 37

23 平 城 6,020 451,000 6,020 2,167,200 18

24 学 園 南 ‐ ‐
地域づくり一括交付金
として交付 854 307,440 10

25 富 雄 南 2,976 298,800 3,900 1,404,000 19

26 奈 良 帝 塚 山 2,765 288,250 2,765 995,400 14

27 学 園 三 碓 1,492 224,600 4,353 1,567,080 37

28 登 美 ヶ 丘 1,502 225,100 2,376 851,040 17 ※

29 東登美ヶ丘 1,419 220,950 2,712 976,320 18

30 平 城 西 ‐ ‐
地域づくり一括交付金
として交付 1,467 528,120 8

31 鶴 舞 1,975 248,750 2,072 745,920 17

32 二 名 2,740 287,000 2,868 1,032,480 23

33 青 和 2,344 267,200 3,338 1,201,680 33

34 富 雄 3,450 322,500 3,784 1,362,240 26

35 鳥 見 1,812 240,600 2,005 721,800 14

36 田 原 508 175,400 508 182,880 19

37 柳 生 297 164,850 297 106,920 7

38 大 柳 生 317 165,850 317 114,120 5

39 東 里 214 160,700 135 48,600 3

40 狭 川 144 157,200 144 51,840 10

41 月 ヶ 瀬 406 170,300 406 146,160 6

42 神 功 1,413 220,650 1,548 557,280 7

43 右 京 1,029 201,450 1,029 370,440 5

44 朱 雀 ‐ ‐
地域づくり一括交付金
として交付 2,058 740,880 9

45 左 京 1,418 220,900 1,788 643,680 8

46 佐 保 台 675 183,750 843 294,420 8 ※

47 並 松 309 165,450 309 111,240 10

48 吐 山 332 166,600 332 119,520 3

49 都 祁 411 170,550 411 147,960 7

50 六 郷 355 167,750 355 127,800 9

計 77,357 10,017,850 111,048 39,963,900 1,094

※登美ヶ丘及び佐保台地区の自治会
交付金は、年度途中で結成した自治会
分（月割）を含む。

７０．地域コミュニティの再生経費について
・自治連合会及び自治会交付金の詳細がわかるもの

　地区・校区名　

地域活動推進交付金 自治会交付金



市民部　斎苑管理課

①【横井東町】

共同倉庫建替え 40,150,000

底樋改修（丸尾池） 12,000,000

暗渠の新設工事及び道路等整備（丸尾池） 4,000,000

仮設水路整備 2,700,000

農道整備（地形測量、用地測量、設計） 27,700,000

測量・設計費及び工事 8,000,000

94,550,000

②【白毫寺町】

白毫寺町民センター建替え 10,989,000

飛鳥公民館白毫寺分館リフォーム 3,000,000

13,989,000

③【鹿野園町】

集会所の建替え 3,000,000

新斎苑建設地西側山林（市有地）の活用 3,000,000

6,000,000

合                計　（　①+②+③　） 114,539,000

71.新斎苑「旅立ちの杜」建設に係る令和４年度予算における地域活性化対策事業の一覧と金額がわかる資料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　地域名

令和４年度予算額　（円）



７２. 生ゴミ処理機助成の詳細がわかるもの　過去５年分

環境部廃棄物対策課

種 別 年 度
2016年度

(平成28年度)
2017年度

(平成29年度)
2018年度

(平成30年度)
2019年度

(令和元年度)
2020年度

(令和2年度)

件数（件） 43 34 66 64 89

金額（円） 860,000 569,400 1,379,300 1,540,700 1,766,400

件数（件） 26 18 34 53 63

金額（円） 79,500 47,100 100,700 181,900 227,800

件数（件） 7 9 4 8

金額（円） 6,900 9,800 3,300 6,800

件数（件） 69 59 109 121 160

金額（円） 939,500 623,400 1,489,800 1,725,900 2,001,000

・ダンボールコンポストへの補助は平成29年度から

・平成30年度より生ごみ処理機（電気式）の補助上限を引き上げ（2万円→3万円）

・令和元年度より生ごみ堆肥化容器の補助割合を1/2→2/3 に、上限額を5,000→7,000円に引き上げ

生 ご み 処 理 機

購入金額の1/2助成
（ 上 限 ： 30,000 円 ）

生 ご み 堆 肥 化 容 器

購入金額の2/3助成
（ 上 限 ： 7,000 円 ）

ダンボールコンポスト

購入金額の1/2助成
（ 上 限 ： 2,000 円 ）

計



73．女性団体助成金の詳細がわかるもの　過去10年分

市民部　共生社会推進課

(単位：円）

補助金交付団体名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

予算額 1,700,000 1,530,000 1,530,000 1,530,000 1,500,000 1,500,000 1,250,000 1,100,000 1,000,000 1,000,000

決算額 1,700,000 1,530,000 1,530,000 1,530,000 1,500,000 1,500,000 1,250,000 1,100,000 1,000,000 625,000

予算額 100,000 90,000 100,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 70,000 70,000

決算額 100,000 90,000 100,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 70,000 70,000

予算額 100,000 90,000 100,000 80,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000

決算額 100,000 90,000 100,000 80,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000

予算額 300,000 270,000

決算額 300,000 269,170

2,200,000 1,979,170 1,730,000 1,690,000 1,645,000 1,645,000 1,395,000 1,245,000 1,135,000 760,000

※なら女性ネットワークは平成２４年度末をもって解散。

※令和２年度の奈良市地域婦人団体連絡協議会運営補助金は、予算額を交付予定であったが、

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため補助対象行事の一部が中止となり、補助額も減額となっている。

奈良市地域婦人団体連絡協議会

奈良市女性ボランティア協会

奈良市国際婦人交流協会

なら女性ネットワーク

決算額　計



 近年の世界や国の脱炭素社会実現への動きを踏まえ、第５次奈良市総合計画
や第３次奈良市環境基本計画（案）において、2050年までに地域内の温室効
果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指す旨、明記している。

 その実現のためには、目指すゴールのイメージを具体的に示し、そこから
バックキャスティングすることで、どのような施策を展開するかを検討する
必要がある。

 本戦略を策定する目的は、2050年のゴールとして想定する姿を具体化し、そ
の実現に向けた取組を示すことで、脱炭素社会を目指すための⽅向性を様々
な主体と共有した上で、実現に向けて幅広い施策の展開に繋げることである。

令和４年度新規事業案「奈良市ゼロカーボン戦略策定」

◆本事業の背景と目的

※環境省「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入
のための計画づくり支援事業）」（定率３／４（上限1,000万円））を申請予定

予算額：計1,000万円（委託料：988万円、審査委員会報酬：10万円、費用弁償：2万円）

74 ゼロカーボン戦略策定事業委託の中身が分かる資料一式

環境部 環境政策課

1



◆本戦略の構成（案）

 2050 年までの温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量の推計
2030年を中間地点とし、将来の技術革新や省エネ啓発の効果等を踏まえ排出量を推計
する。

 2050 年に必要とされる再⽣可能エネルギー量の試算
将来のエネルギー使用量を踏まえ、カーボンニュートラル達成に必要な再⽣可能エネ
ルギー量について推計する。その上で、必要とされる量が本市のみで供給可能かどう
か、各種統計資料・文献・現地調査等より、市内の再エネ供給ポテンシャルの把握を
行う。

 脱炭素を実現するための具体的施策の検討
2050年カーボンニュートラルを実現するために必要な施策を、省エネ・再エネ導入の
両面から検討する。再エネ供給ポテンシャル調査の結果、市内のみでは再エネ供給量
が不足する場合は、他自治体との連携により市外からの供給も検討する。

 具体的施策を実現するための推進体制の検討
具体的施策を実施するために必要な、他事業者等との連携方法について検討する。
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７５.プラスチック製容器包装減容処理委託料の中身が分かる資料一式（過去５年分）

年度 処理量（ｔ）
単価

（円/ｔ：税抜）
委託料（円）

平成28年度 3942.44 37,000 157,362,874

平成29年度 4011.66 38,000 164,478,464

平成30年度 4104.67 38,000 168,292,313

令和元年度 4133.06 38,000 171,023,117  

令和2年度 4293.48 38,000 179,296,502

委託料は決算ベース

※プラスチック製容器包装減容処理業務の内容

（処理量には、選別過程で取り除いたものを含んでいる。）

環境部廃棄物対策課

市内で収集されたプラスチック製容器包装を施設内で集積し、（公財）日本容器包装リサイクル協会に再商品化（リサイクル）を委
託するための分別基準に適合するよう、機械で破袋・選別し異物といった分別基準不適合物を取り除いた上で、圧縮・梱包を行い立
方体状の「ベール」をつくり、再商品化（リサイクル）事業者へ出荷する。



７６.指定法人である（公財）日本容器包装リサイクル協会に対し奈良市が支払ったプラスチック製容器包装に係る

再商品化業務委託料（過去５年分）

年度 処理量（ｔ）
単価

（円/ｔ：税抜）
委託料（円）

平成28年度 3202.76 450 1,556,608

平成29年度 3185.77 450 1,548,249

平成30年度 3254.77 490 1,722,440

令和元年度 3273.15 460 1,641,480

令和2年度 3367.77 490 1,815,190

処理量：選別後のプラスチック製容器包装
委託料は決算ベース

※プラスチック製容器包装に係る再商品化業務の内容

環境部廃棄物対策課

プラスチック製容器包装減容処理業務により分別基準に適合されたプラスチック製容器包装のベールについて、再商品化（リサイク
ル）を行う。



環境部 　環境清美工場

令和元年度 （単位：円）
目 節（細節） 主な事業名称 決算額

２・４号炉点検整備補修 124,300,000

２・４号炉排ガス施設点検整備補修 102,630,000

３号炉及び粗大ごみ処理施設点検整備補修 119,900,000

その他修繕 170,807,224

計 517,637,224

令和２年度 （単位：円）
目 節（細節） 主な事業名称 決算額

１・４号炉点検整備補修 176,770,000

１・４号炉排ガス施設点検整備補修 95,810,000

粗大ごみ処理施設点検整備補修 70,400,000

その他修繕 218,954,780

計 561,934,780

需用費
（修繕料）

７７　環境清美工場の令和元年度から令和３年度修繕実績と令和４年度予算に計上している
      修繕料の内訳がわかるもの（過去の経験を生かした予算計上になっているのか）

需用費
（修繕料）

環境清美工場維持管理費

環境清美工場維持管理費
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令和３年度 （単位：円）
目 節（細節） 主な事業名称 決算見込み額

２・３号炉点検整備補修 229,790,000

２・３・１号炉排ガス施設点検整備補修 151,470,000

１号炉及び粗大ごみ処理施設点検整備補修 34,100,000

その他修繕 166,369,000

計 581,729,000

令和４年度 （単位：円）
目 節（細節） 主な事業名称 予算額

４・２・３号炉点検整備補修 230,000,000

４・２・３号炉排ガス施設点検整備補修 175,000,000

熱分解棟点検整備補修 16,000,000

ごみクレーン点検整備補修 4,400,000

粗大ごみ処理施設点検整備補修 35,000,000

焼却施設整備補修 33,800,000

３号ごみクレーン補修 18,000,000

４号ごみクレーン補修 18,000,000

４号火格子下コンベア更新 96,000,000

№１灰クレーンバケット更新 55,000,000

その他修繕 117,700,000

計 798,900,000

環境清美工場維持管理費
需用費

（修繕料）

環境清美工場維持管理費
需用費

（修繕料）

2



７８．地域ふれあい会館とその指定管理者一覧

市民部　地域づくり推進課

地域ふれあい会館名 指定管理者 備考

1 済美地域ふれあい会館 済美地区自治連合会

2 柳生地域ふれあい会館 丹生町自治会

3 とみの里地域ふれあい会館
東登美ヶ丘地区自治連合
会

4 右京地域ふれあい会館 右京地区自治連合会

5 帯解地域ふれあい会館 田中町自治会

6 朱雀地域ふれあい会館 朱雀地区自治連合会

7 東市地域ふれあい会館 東市地区自治連合会

8 左京地域ふれあい会館 左京地区自治連合会

9 青和地域ふれあい会館 青和地区自治連合会

10 佐保川地域ふれあい会館 佐保川地区自治連合会

11 辰市地域ふれあい会館 辰市地区自治連合会

12 月瀬地域ふれあい会館 月瀬自治会

13 西大寺北地域ふれあい会館 西大寺北地区自治連合会

14 佐保台地域ふれあい会館 佐保台地区自治連合会

15 都跡地域ふれあい会館 都跡地区自治連合会

16 大安寺西地域ふれあい会館 大安寺西地区自治連合会

17 東里地域ふれあい会館 東里地区自治連合会

18 佐保地域ふれあい会館 佐保地域自治協議会

19 伏見地域ふれあい会館 伏見地区自治連合会※ ３月定例会（奈良市議案第40
号）にて提出

20 明治地域ふれあい会館 明治地区自治協議会※ ３月定例会（奈良市議案第41
号）にて提出



７９．地域自治協議会設立地区一覧（予定を含む）
市民部　地域づくり推進課

ブロック 地区名 検討委 設立
認定

年月日
取組状況 ブロック 地区名 検討委 設立

認定
年月日

取組状況

飛　鳥 ○ ● R3.7.19 R2準備金交付 登美ヶ丘

済　美 ○ ● R1.7.19 H30準備金交付 東登美ヶ丘 ○

済美南 ○ ● R1.7.19 H30準備金交付 平城西 ○ ● R1.7.19 H30準備金交付

鼓　阪 ○ 鶴　舞 ○ ▲ H30準備金交付

佐　保 ○ ● R1.7.19 H30準備金交付 二　名 ○ ● R1.7.19 H30準備金交付

青　山 青　和

椿　井 富　雄 ○

大　宮 ○ ● R1.6.18 H30準備金交付 鳥　見

佐保川 ○ 田　原 ○

大安寺西 ○ ● R1.6.18 H30準備金交付 柳　生

東　市 大柳生

明　治 ○ ● R3.4.12 R2準備金交付 東　里 ○

辰　市 狭　川

帯　解 月ヶ瀬

精　華 ○ 神　功

大安寺 右　京

伏　見 朱　雀 ○ ● R1.7.19 H30準備金交付

伏見南 左　京 ○ ● R1.6.18 H30準備金交付

西大寺北 ○ 佐保台 ○ ● R1.6.18 H30準備金交付

六条校区 ○ ▲ H30準備金交付 並　松

あやめ池 吐　山

都　跡 都　祁

平　城 ○ ▲ H30準備金交付 六　郷

学園南 ○ ● R1.6.18 H30準備金交付

富雄南 ○ ▲ H30準備金交付 ○地域自治協議会検討委員会参加…２７地区

奈良 帝塚山 ○ ● R2.8.14 R1準備金交付 ●協議会設立済…１４地区

学園三碓 ▲準備会設立済…４地区

中部Ⅱ
(４地区)

南　部
(６地区)

西南部Ⅰ
(７地区)

〇

西南部Ⅱ
(４地区)

西北部Ⅰ
(４地区)

西北部Ⅱ
(４地区)

東　部
(６地区)

北　部
(５地区)

都　祁
(４地区)

中部Ⅰ
(５地区)



年　　　度 平成23年度 平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度

　当初予算（歳入・歳出） 31,000 32,100 20,000 20,000 16,400 16,700 15,300 11,100 8,900 7,800

　決算（歳入） 32,242 34,027 35,941 56,397 17,709 15,598 14,984 11,607 10,517 17,342

　決算（歳出） 652,519 644,029 625,451 614,366 570,269 566,244 562,924 558,966 556,244 553,480

　繰上充用額 624,541 620,278 610,002 589,510 557,969 552,560 550,646 547,941 547,359 545,727

※千円未満四捨五入

市民部　共生社会推進課

（単位：千円）

80. 住宅新築資金等貸付金特別会計における予算額、決算額、繰上充用額の直近10年間の推移


